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研究題目 災害時の受援に関する実務保健師の役割と求める能力， 
知識･技術･態度の検討 

 
研究分担者 
奥田 博子 （国立保健医療科学院健康危機管理研究部 上席主任研究官） 

 
研究要旨 
災害発生時の受援に際し実務保健師の担う役割と求める能力，知識・技術・態度を明らかにす

るため，文献検討，受援経験のある保健師を対象としたヒアリング調査，デルファイ調査を実施

した。その結果，超急性期，中長期，復旧・復興期，平穏期のいずれのフェーズにおいても，実

務保健師は外部支援者（支援チーム）との協働による活動のために必要な情報の収集とアセスメ

ントを図ることが求められていた。また，エリア担当保健師として多様な支援者の調整を図るマ

ネジメント，チームビルディングなどの機能の発揮も果たしていた。これらの能力を修得するた

めに必要な研修方法は，派遣応援斡旋の仕組みに関わる法令や通知の理解，災害支援に関わる多

様な支援者（組織）の機能や特性に関する知識の習得と，保健所管内市町村との合同による，受

援を想定した演習プログラムによる研修訓練の有効性が示唆された。 

 
Ａ．研究目的  
近年，地域住民に甚大な健康被害をも

たらす規模の災害発生が頻発化している。

このような災害発生時には，被災直後か

ら急激に増大する健康支援ニーズに対し，

被災地の自治体の保健師のみでは対応が

困難な場合，他都市等の自治体保健師の

応援派遣を得る必要性が生じる。被災都

道府県からの要請に基づき，厚生労働省

が調整の斡旋を行い，他都市などから保

健師が応援派遣された災害は，平成 7 年

の阪神・淡路大震災を初回に，昨今では

毎年のように全国規模の応援派遣支援の

必要性が生じる災害が発生している。戦

後最大規模の被害をもたらした東日本大

震災の教訓から，支援を受ける側の「受

援力」が着目されるようになり，被災地

のニーズに応じ，迅速かつ有効な広域支

援活動を実現するためには受援力を高め

る必要があるという認識が広がった 1）。

また，地震災害に限定せず，水害時にお

いても，その必要性が高まっている。応

援派遣による支援及びその受援の在り方

については，体制面を中心に，これまで

も整理をされてきた。2-4）また，災害時の

統括保健師のコンピテンシー 5）について

も解明されてきたが，統括保健師のサポ

ートを含め，プレイヤーやプレイングマ

ネージャーの役割が期待される実務保健

師の、応援派遣及びその受援についての

課題及び今後に向けて機能強化すべき事

項を検討し，その体制面及び保健師の人

材育成面の観点から，明示することが急

務である。そこで本研究では災害時に受

援の観点から実務保健師に求められる役

割を明らかにする。また，求められる役

割を遂行するために必要な能力，研修で

獲得すべき知識，技術，態度と習得のた

めの研修方法について検討することを目

的とする。  
なお内閣府 6）による受援とは「人的・

物的資源などの支援・提供を受け活用す
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る」と定義されているが，本研究では「災

害時，被災地外自治体から支援を受ける

保健師，すなわち（ヒト）人的資源に関す

る支援」について検討する。  
 
Ｂ．研究方法  
1.先行研究，既存資料を用いた分析  
過去の災害の検証に関する先行研究

や関連文献の知見及び災害関連専門家

間の討議に基づき災害時の受援に際し，

実務保健師の役割についてフェーズ別

に明らかにし，求められる能力の枠組

みを整理した。  
2.ヒアリング調査  

1）目的：実務保健師に求められる災
害時の役割とコンピテンシー（実践
力），その遂行のために求められる知
識・技術・態度及び研修方法につい
て，災害対応経験のある実務保健師
及び統括保健師を対象にヒアリング
行い，検討資料を得る。  
2）実施時期：9 月 30 日  
3）調査協力者：過去１年以上前に，
甚大な地震又は水害等の自然災害の発

生により，被災地として被災者への対

応経験のある自治体（市町村；保健所

設置市を含む）の実務保健師と同所属

の統括保健師等リーダー保健師のペ

ア，及び管轄市町村が被災した際の市

町村支援に対して豊かな経験をもつ県

型保健所の保健師。  
  4）意見聴取内容 
 受援のための保健師に求められる
役割に関する以下の事項について意
見を聴取した。  
①災害時の受援のための実務保健
師の災害時の役割，求められるコン
ピテンシー(実践能力)について 
②①を遂行するために求められる
知識・技術・態度について 
③研修方法（自己研修，対面面修）
について 
＊なお，本ヒアリング調査は，本研究

報告書「分担研究報告Ⅱ .1～4」の合同

調査として実施するものである。本章
では，分担研究課題である受援に関す

る調査項目に特化し，結果，考察につ

いて記述する。  
3. デルファイ調査   

1）対象：災害対応経験のある自治体保
健師  
2）調査方法：デルファイ法による郵送
自記式質問紙による調査（3 回）  
3）調査票配布時期：第 1 回；平成 30
年 12 月，第 2 回；平成 31 年 1 月，第
3 回；平成 31 年 2 月  
3）調査内容：上記 2.の結果を踏まえ，
調査設問を設定し実務保健師の役割の

妥当性について検証した。  
＊なお，本デルファイ調査は，本研究

報告書「分担研究報告Ⅱ .８」に示すデ
ルファイ調査の一部である。本調査の

目的，方法，分析の詳細についてはⅡ .
８を参照されたい。本章では，このう

ち，分担研究課題である受援に関する

調査項目に特化し，結果，考察につい

て記述する。  
（倫理的配慮）  
 インタビュー調査にあたり調査協力

者および，所属上司へ調査の趣旨，研

究参加の任意性，得られたデータの管

理・保管の徹底，結果の公表において

個人および組織に関する守秘義務につ

いて文書および口頭で説明を行い，書

面上で同意を得た上で実施した。また

研究班代表者が所属する研究機関にお

いて倫理審査の承認を得た。  
 
Ｃ．研究結果  
1. 先行研究，既存資料分析  
国内外の先行研究において，災害時の

自治体の実務保健師の受援に関する役割

や能力に特化した先行研究は見受けられ

ない。そのため，保健師の階層や職位，

支援・受援の立場に関わらず，災害時の

保健師の活動のうち，受援にかかる役割

や能力に関連する内容が記された文献か

ら，災害後のフェーズ別の役割について
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抽出した主な項目を以下に示す。  
1）急性期：受援の判断，支援者の受け
入れのための体制整備  
・被災状況や自治体の対処能力の的確

なアセスメント  
・応援要請の判断と手続き  
・受援計画の策定と配置調整  
・支援職員の受け入れの場所の確保  
・支援活動に必要な物品等の準備  
・県内応援体制の早期出動  
・被災地支援の方向性の明確化  

2）慢性期：受援の実施と協働支援展開  
 ・信頼関係の構築  
・本庁と保健所などによる応援体制  
（派遣支援者調整専任担当者（リエ

ゾンなど）  
・オリエンテーション，課題や，役割

など依頼業務の明確化  
・情報共有  
・支援者に対する指揮命令系統の確立  
・支援者の稼働状況も踏まえた保健活

計画の立案，活動体制の再編を図る  
・支援者に直接的支援を依頼する  
・派遣支援者と地元職員との協働体制

（ペア活動）  
・短期間で入れ替わる支援者が円滑に

活動を展開できるよう調整・情報共

有の仕組みを構築する  
・派遣元からの照会事項への対応  

3）復旧・復興期：支援撤退判断と撤退
後の活動体制の再構築  
・支援撤退の判断（避難者数の推移，

応急仮設住宅への意向の推移，平常

業務の再開，現地人材確保状況や見

込みなどの復興計画把握など）と収

束に向けた調整  
・地域サポート体制整備  
・派遣支援者撤退後の地元中心の支援

体制づくりを行うための地域の人材育

成  
4）受援を想定した平常時の受け入れ体
制整備  
・応援所管部署，担当者の明確化  
・応援派遣に係る制度や仕組みの理解  

・マニュアルの整備，見直し  
（支援を要する業務や受け入れ体制

を事前に計画として策定）  
・本庁，保健所，市町村との応援体制

の確立，マニュアルや情報の共有  
・資料や地図など支援活動や依頼行鵜

を想定した必要物品の整備  
・実践的な研修など必要な知識・技術

を得る機会と場を持つ  
 
2. ヒアリング調査  
 ヒアリング調査は市町村保健師，保健

所保健師を分けて実施した。インタビュ

ーの逐語録から，受援に関わる発言を

「実務保健師に求められる役割・能

力」，「必要な知識・技術・態度」，「研修

へ対する意見」の観点で抽出，整理し

た。  
1）市町村保健師へのヒアリング結果  
【実務保健師に求められる役割・能力】  
・保健センターが外部の受け入れをす

るため，場所の確保を含めた体制整備  
・支援者へ協力を依頼できる  
・信頼関係づくり  
・エリア単位のミーティングの運営  
（市全体規模のミーティングは統括保

健師が担うが実務保健師はその補佐役

割）  
・支援者への活動方針，指示  
・支援者からの報告への対応  
【必要な知識・技術・態度】  
・受援（要請含む）の仕組みの理解  
・マネジメント能力  
・エリア担当者としての会議運営スキ

ル  
・支援者の捉えた課題への対応  
【研修へ対する意見】  
・管内関係機関（病院，大学など）と

の協働研修  
・シミュレーション研修  
・ケースメソッド演習  
・定期的，実践的な演習  

2）保健所保健師へのヒアリング結果  
【実務保健師に求められる役割・能力】  
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・受援の必要性，依頼内容の明確化の

ためのアセスメント能力  
・地元保健師と外部支援者との役割分

担の明確化  
・時期に応じた情報収集とアセスメン

ト（今後の見通しを含め統括保健師へ

報告できる）  
・市町村保健師としての外部支援者と

の調整，連携  
・保健所保健師は市町村を含む外部支

援者とのコミュニケーションを図れ

る，チーム運営ができる  
・外部支援者との協力体制（役割分

担）  
・外部支援者と一緒にロードマップを

作成できる  
・復旧，復興期は生活相談員等福祉の

対策なえおへつなげていく，チームを

組んで仕事していく  
・増加する業務の整理，課題対策のた

めの支援者との協働ができる  
【必要な知識・技術・態度】  
・マネジメントスキル  
・チームビルディング  
・コミュニケーション能力  
・現状から今後の想定を見通せるアセ

スメント能力  
【研修へ対する意見】  
・災害時の外部支援チームや職種など

の資源に関する理解（e-learning 教材
など既存ツールの活用）  
・対応に忙殺される市町と保健所が，

いかにチームを組んでいけるかの体験

研修  
・災害経験の有無により意識差がある

ため，市町村の実情に合わせた研修が

必要  
・繰り返すこと，想定して実施する  
・災害の種別研修（地震，水害，火災

など想定を明確にする）  
・保健所と管内市町村単位による研修

の実施が重要  
・過去の災害経験保健師を講師とした

研修  

3. デルファイ調査  
外部支援受け入れに関わる設問に対す

るデルファイ調査の最終（第三回）結果

を以下に再掲した。  
1.超急性期  
Q.Ⅰ -1.被災者への応急対応（項目 3）  
実践能力として「必要な応援内容と人

員を判断し，統括保健師へ報告する。」

（90.9％）と高く，そのために必要な知
識・技術・態度の 4 項目の内容も全て 8
割以上の重要性が示された。  
被災後早期に受援のための判断を，応急

対応を通じて行う必要性を示している。  
Q.Ⅰ -5. 外部支援者の受入に向けた準備  
（項目 7 ）  
実践能力として「①  受援に際して外
部支援者に依頼する内容を特定し，具体

的な期間，人数，依頼内容を計画し，統

括保健師に報告する。」（87.0％）「②  市
町村と保健所との連携の下で，外部支援

者が効果的に活動できるように受入の準

備を行う。」（86.2％）いずれも高かっ
た。そのために必要な知識・技術・態度

の 4 項目の内容も全て 8 割程度で支持さ
れた。  
2.急性期及び亜急性期，中長期  
Q.Ⅱ -4．外部支援者との協働による活動
の推進（項目 11）  
実践能力として「①  災害対策本部の
情報，健康支援活動の方針を支援者間で

共有し，各役割を明確にしながら連携協

働できる体制をつくる。」（85.6％）「②  
外部支援者から受けた相談事項へ対応す

ると共に，外部支援者の報告から得たヘ

ルスニーズを地域のヘルスニーズの検討

に活かす。」（87.9％）「③人員の適正配
置に関してアセスメントを行い必要な調

整を提案すると共に，避難所の統廃合等

の状況の変化に応じて外部支援者の共同

体制の再構築を図る。」（71.8％）であ
り，①②に比して③は７割と低くなるが

概ね支持は得られた。のために必要な知

識・技術・態度の 6 項目は７～8 割程度
で支持された。  
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3.慢性期，復旧・復興期  
Q. Ⅲ -1.外部支援撤退時期の判断と撤退
後の活動に向けた体制づくり（項目

16）  
実践能力として「①  被災地における
復旧・復興期の活動計画を具体化するた

めに必要な業務量を推定する。」

（71.0％）「②  地元のマンパワーの確保
状況，医療・保健・介護・福祉サービス

の再開状況，復旧・復興期の活動方針に

照らして，外部支援者の撤退の時期につ

いて判断する。」（71.8％）「③  受援の終
息を見越して活動の引継ぎに関する計画

を策定する。」（75.6％）といずれも７割
の支持であった。そのために必要な知

識・技術・態度の 3 項目は 6～7 割で支
持された。  
4. 静穏期  
Q.Ⅳ -2.災害時の保健活動の地域防災計
画，マニュアル，仕組みへの反映  
（項目 23）  
実践能力として「①  被害想定に基づ
き，受援の内容や方法について，全ての

災害サイクルに対して，その意義や必要

性を確認する。」（81.5％）「②  応援・受
援に関する計画を立案し組織で共有す

る。」（68.5％）「③  地域防災計画，所属
部署の災害時活動マニュアルに受援体制

を位置づける。」（70.0％）と能力によっ
て６割～８割と差が生じた。そのために

必要な知識・技術・態度の 2 項目はいず
れも 7 割で支持された。  
 
Ｄ．考察  
1. 災害時の受援のために実務保健師に
求められる役割と能力，知識・技術・態

度  
 災害時，受援のために実務保健師が担

う役割は，災害直後の急性期から亜急性

期，復旧・復興期，静穏期のいずれにお

いても文献やインタビュー調査から得ら

れた実態が支持された。ただし，急性期

などフェーズの早期段階に実務保健師が

担う役割や求められる能力の支持は８割

であったのに対して，復旧・復興期の

「被災地における復旧・復興期の活動計

画を具体化するために必要な業務量を推

定する。」（71.0％）、「地元のマンパワー
の確保状況，医療・保健・介護・福祉サ

ービスの再開状況，復旧・復興期の活動

方針に照らして，外部支援者の撤退の時

期について判断する。」（71.8％），静穏
期の「応援・受援に関する計画を立案し

組織で共有する。」（68.5％）、「地域防災
計画，所属部署の災害時活動マニュアル

に受援体制を位置づける。」（70.0％）の
支持は低めであった。これらの役割の共

通性は，保健所や市町村全体の組織的な

判断に関わる要素と読み取れるため，こ

れらの役割は，実務保健師よりも、より

上位の立場である者（統括的な立場の保

健師など）が担うことが，望ましいとの

判断が影響している可能性が考えられ

る。いずれの内容も７割近くの支持であ

ることから，これらの役割の遂行のため

の知識・技術・態度の獲得の必要性はあ

ると考えられるが，本項目に係るコンピ

テンシーの向上を研修目的として実施す

る際には，８割以上の支持が示された項

目以上に，実務保健師にとっては難易度

が高いと認識されている結果であること

を考慮し，時間の設定や丁寧な解説、教

材の工夫などが必要と考えられた。  
2.研修方法の検討  
永松ら 18）は，災害という極度な混乱

状況に陥る被災地において，その地域の

実情に熟知しない職員が災害対応支援を

滞りなくことは容易なことではなく，円

滑に現地へ支援者が派遣されたとしても

現地の活動にその機能を十分発揮できる

調整機能が存在しなければむしろ現地の

活動を阻害することも生じ得ると指摘し

ている。災害時の受援のために実務保健

師に求められる研修について，受援経験

保健師へのヒアリングや，コンピテンシ

ー調査の結果を踏まえ，派遣支援者との

効果的な支援によって被災者の支援が効

果的に実施できるために求められる能力
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を獲得するための研修方法としては，実

践に活かされる実地研修が保健所管内で

実施できることが望まれた。すなわち保

健所単位（管内市町村合同）で想定され

る災害の発生によって，受援の判断や，

協働支援のための体制構築，保健師以外

の多様な支援者との協働体制の確立，保

健所から市町村へのリエゾン要員派遣に

よる役割分担などの実践演習の必要性が

示唆された。そのため，集合研修の形態

としては，シュミレーション演習，ケー

スメソッド，関係機関との協働参画など

による実地演習の実践が考えられた。  
また，受援にあたり自己（事前）学習

として押さえるべき内容としては，「災

害に関わる法令の理解」「派遣応援斡旋

の仕組みの理解」「災害支援に関わる多

様な支援チーム（DAMT，JMAT，
DPAT，DHEAT など）の機能や特性の
理解」などであった。これらの知識習得

には，既存の教材や e-learning の活用
などで集合研修の前に理解を深めておく

ことが可能であると考えられた。さら

に，これらの災害時の研修は，毎年 1 回
など，定期的に繰り返し実施すること

が，いざという時に，実務保健師として

求められる役割を発揮するために必要で

あると考えられた。  
 
Ｅ．結論  
受援に際し実務保健師の担う役割と求

める能力，知識・技術・態度を明らかにす

るため，先行研究の検討，受援経験保健

師へのヒアリング調査，郵送自記式デル

ファイ調査を実施した。  
その結果，超急性期，中長期，復旧・復

興期，平穏期のいずれのフェーズにおい

ても，実務保健師は，外部支援（チーム）

との協働による効果的支援活動のため，

的確な情報の収集と判断にかかるアセス

メント能力，エリア担当保健師としての

多様な支援者の調整を図るマネジメント

のスキル，チームビルディングなどの機

能の発揮が求められていた。これらの能

力を修得するために必要な研修方法は，

事前学習として，災害支援に関わる法令

の理解，DAMT，JMAT，DPAT などの多
様な支援チームの機能や特性の理解とい

った災害時の受援に関連する基礎的知識

の習得と，保健所主催、管内市町村との

合同による，管内で想定される被害実態

に基づく受援想定演習による訓練の有効

性が示唆された。  
 
Ｆ．健康危険情報  
  該当なし  
 
Ｇ．研究発表  
 1.  論文発表  
 該当なし  

 2.  学会発表  
該当なし  

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  
該当なし  
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